
科 　目 科 　目

206,915,002 190,034,725

124,797,771 171,782,519

31,774,653 4,308,836

10,835,063 3,650,000

13,143,473 2,108,916

15,776,496 8,184,454

10,587,546 5,420,625

5,420,625

195,455,350

301,873 11,761,525

95,538 200,000,000

建物附属設備 0 -188,238,475

工具器具備品 95,538 利 益 準 備 金 6,600,000

206,335 その他利益剰余金 -194,838,475

ソフトウェア 158,335  　別 途 積 立 金 11,000,000

商 標 権 0 　 繰越利益剰余金 -205,838,475

電 話 加 入 権 48,000

11,761,525

207,216,875 207,216,875

（注）当期純利益 18,340,044

有 形 固 定 資 産 資 本 金

利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

純  資  産  合  計

資　  産 　 合 　 計 負債及び純資産合計

負   債   合   計

（純  資  産  の  部）

固 定 資 産 株 主 資 本

仮 払 金 固 定 負 債

未 払 退 職 金

未 収 金 賞 与 引 当 金

製 品 仮 受 金

仕 掛 品 返品調整引当金

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 預 金 未 払 金

売 掛 金 未 払 法 人 税 等

貸　　借　　対　　照　　表 

（2017 年 3 月 31 日現在）
（単位：円）

金　額 金　額
（資   産   の   部） （負 　債 　の 　部）



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)棚卸資産の評価基準および評価方法
製品･････････････････個別法による原価法
仕掛品･･･････････････先入先出法による原価法

(2)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産･････････法人税法の規定による定額法
無形固定資産･････････法人税法の規定による定額法

(3)引当金の計上基準
賞与引当金･･･････････従業員に対する賞与の支払にあてるため、支払見込額
　　　               を基礎とした見積額を計上しております。
返品調整引当金･･･････製品の返品による損失に備えるため、法人税法の規定
　　　　　　　　　　 に準じた引当限度相当額を計上しております。

(4)リース取引の処理方法
ファイナンス・リース取引で、借手に所有権が移転しないため
通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行う。

(5)消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

(6)貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等
　「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(財団法人財務会計基準機構に
常設している企業会計基準委員会平成17年12月9日企業会計基準第5号)および
「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(同機構、同委員会
平成17年12月9日企業会計基準適用指針第8号)を適用しております。
　従来の資本の部の合計に相当する金額は11,761,525円であり、この変更による損益
に与える影響はありません。

２．貸借対照表に関する注記

(1)有形固定資産の減価償却累計額 3,673,642円

(2)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 0円
短期金銭債務 125,382,003円

(3)㈱時事通信社から2009年3月末で転籍した従業員の退職金期末要支給額を
 　移管した金額を、｢未払退職金」として計上しております。

３．関連当事者との取引に関する注記
親会社及び及び法人主要株主等

４．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 294円 04銭
１株当たり当期純利益額 458円 50銭


